
令和６年度 幼児期からの運動習慣形成プロジェクト 

（幼児期からの運動遊び普及事業）公募要領 
 

１．事業名 

幼児期からの運動習慣形成プロジェクト（幼児期からの運動遊び普及事業） 

 
２．事業の趣旨 

子供の運動習慣は、子供を取り巻く大人の考え方が大きく影響することから、保護

者や先生等（以下、保護者等）の意識・行動が変化する取組や、子供の運動習慣形成

につながる取組が重要である。本事業は、「４．事業の内容」の普及事業を行い、そ

の効果を検証し、効果的な取組等を全国に普及することで子供の運動習慣形成を目指

すものである。 

 

３．公募対象 

業務の委託先は、都道府県、政令指定都市及びこれらの教育委員会とする。 

 

４．事業の内容 

受託者は、域内の教育委員会、体育・スポーツ協会、大学等の各種団体や、幼稚園、保育

所、認定こども園、小学校等と連携し、子供の運動習慣形成のため、（１）から（４）

までの取組を行う。なお、幼稚園、保育所、認定こども園、小学校と連携して実施する

ときは地方公共団体内のこれらの主管課と連携又は協働して行うこと、障害の有無にか

かわらず様々な子供を対象とした取組であることが望ましい。 

 

（１） 保護者等を対象とした子供の運動遊びの重要性に関する普及・啓発 

受託者は、保護者等に運動遊びの重要性を認識させることにより、効果的にその意

識・行動が変化する取組を実施する。 

計画に当たっては、事業終了後の継続や発展が見込めるものであること、域内の複数自

治体・行政区で実施すること、（３）に示す定量調査が有効となるよう対象となる保護者

等の人数を合計100人以上とすることが望ましい。 

 

（２） 幼児及び小学校児童を対象とした「運動遊び」の提供 

 受託者は、事業終了後も子供や保護者等が日常的に運動遊びに取組むことにつながる

よう、子供を対象とした運動遊びを提供する。運動遊びの提供に当たっては、保護者等

を巻き込んだ取組とすることが望ましい。 

 

（３）事業の評価・効果検証 

受託者は、順天堂大学と連携して、（１）及び（２）の実施前後で、順天堂大学が提

供する以下の共通項目について、保護者等への定量・定性調査により効果検証を行うこ

と。この効果検証では、比較対象として、参加していない保護者等にも調査を実施し、

普及・啓発の効果を検証すること。 

 

＜共通項目＞ 

ア 「子供が活発に体を動かして遊ぶ機会が少ない」と答えていた保護者のうち、

「子供が以前より活発に体を動かして遊ぶようになった」と回答する割合 

イ 「子供が体を動かして1日60分以上遊ぶようになった（又は既に1日60分以上遊



んでいる）」と回答する割合 

ウ 「子供の不活動時間（スクリーンタイム等）が減少した」又は「子供の不活動

時間を減らすことを意識するようになった」と回答する割合 

エ 「子供の睡眠や食事などの生活習慣の改善を意識するようになった（又は既に

意識している）」と回答する割合 

オ 「子供と一緒に体を動かして遊んだり、運動したりするようになった」と回答

する割合 

カ 保護者自身の「不活動時間の減少を意識するようになった」と回答する割合 

キ 「子供に運動遊びを習慣化させるための働きかけを意識するようになった（又

は既に意識している）」と回答する割合 

※ただし、受託者は、実施する取組の内容に応じて、順天堂大学と協議の上、調査

項目を変更することができる。 

 

（４）情報交換会への出席及び事業成果の報告 

① 情報交換会 

受託者は、順天堂大学及び同大学が設置する事業推進委員会が開催する情報交換

会（期初および期中の２回を予定、オンライン開催予定）に出席するとともに、そ

の時点における実施計画や中間報告等を行うこと。 

 

② シンポジウムにおける成果発表 

受託者は、順天堂大学が開催するシンポジウムに出席し、取組の成果を発表する

こと。なお、事業経費予定額には、シンポジウムの参加に必要な経費を計上するこ

と。 

・開催時期 令和７年２月下旬（予定） 

・開催場所 順天堂大学本郷・お茶ノ水キャンパス（予定） 

 

③ 事業成果報告書の作成 

受託者は、実施した事業の結果について事業成果報告書を作成し、電子データに

て順天堂大学に提出すること。なお、報告書には、事業終了後の継続的な取組等に

ついての具体的な計画案又は見通しについても記載すること。 

 

なお、事業の計画及び実施に当たっては、以下の点に留意すること。 

・ 事業内容（１）及び（２）については、令和４年度又は令和５年度からの継続事業

も対象とするが、前年度までの同プロジェクトで得られた調査結果を踏まえた内容

や、参加者の拡大等の発展的な内容を含むものとする。 

・ 受託者の事業計画や実施状況に対して、スポーツ庁、順天堂大学又は同大学が設置

する事業推進委員会が助言を行うことがある。 

・ 受託者の域内において、スポーツ、教育、保育担当部署等の効果的な連携を図るこ

と。 

・ 本委託事業終了後においても、上記（１）及び（２）が継続的又は発展的に取り組

まれるよう、体制等について検討すること。 

 
事業スキームについて 

順天堂大学は、「令和６年度 幼児期からの運動習慣形成プロジェクト」をスポーツ庁より受

託し、本事業を含むプロジェクト全体の運営・管理を実施している。 

本事業については、スポーツ庁と協議の上、全体企画、案件組成等に関する事務局業務（公

募の実施、採択、再委託手続など）、事業の実施支援、進捗管理などを行う。 



 

５．企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の

者でないこと。 

 

６．事業期間 

本事業の委託期間は契約を締結した日から、令和７年３月５日（水）までとする。 

 

７．事業規模及び採択件数 

（１）事業規模：１件当たり 5,400 千円（税込・上限額） 

（２）採択件数：５件（予定） 

最終的な採択件数については、スポーツ庁の承認を得た上で、順天堂大学が設

置する事業推進委員会が決定する。 

 

８．選定方法等及び選定結果の通知 

（１）選定方法 

順天堂大学が設置する事業推進委員会は、提出された企画提案書等について書

類審査を実施する。このとき、必要に応じて、ヒアリングを実施することや、順

天堂大学から申請団体に対して提出書類の内容の確認、追加資料の提出等を求め

ることがある。 

 

（２）審査基準 

審査基準（別紙１）のとおり。 

 

（３）選定結果の通知 

選定終了後、原則として、30日以内に全ての提案者に選定結果を通知する。 

 

９．公募説明会の開催 

開催日時：令和６年４月16日（火）11 時  00分 開始 

開催方法：オンライン（Zoom）で実施する。 

説明会へ参加を希望する機関は、所属、氏名、連絡を記載の上、令和６年４月15日

（月）12時までに、件名を「【説明会希望】幼児期からの運動習慣形成プロジェクト

（幼児期からの運動遊び普及事業）の公募について」とし、E-mail（youjiki-

sports@juntendo.ac.jp）にて事前登録を行うこと。 

※公募説明会では応募に際しての手続きに関する説明のほか、前年度までの事業成果な

どを踏まえ、幼児期の運動習慣形成に有効と考えられる情報の提供などを行う。 

 

１０．参加表明書の提出 

本企画競争においては、参加表明書の提出は要しない。 

 

１１．企画提案書等の提出場所・提出方法・提出書類・提出期限 

（１）提出先及び公募に関する問合せ先 

順天堂大学幼児期からの運動習慣形成プロジェクト事務局 



E-mail：youjiki-sports@juntendo.ac.jp 

※ 事業内容等に関する問合せは、件名を「【問合せ】幼児期からの運動習慣形成プ

ロジェクト（幼児期からの運動遊び普及事業）の公募について」とし、電子

メールで送付すること。電話での受付はできない。 

※ 公募期間中の質問・相談等については、当該者のみが有利となるような質問

等については回答できない。質問等に係る重要な情報はホームページにて公

開している本件の公募情報に開示する。 

 

（２）提出方法 

企画提案書は日本語で作成し、電子データとしてE-mailにより上記メールアドレ

スまで提出すること。 

• 送信メールの題名は、「【団体名】幼児期からの運動習慣形成プロジェクト（幼児期

からの運動遊び普及事業）応募提出資料）」とすること。 

• 提案書類の電子データ形式は、Microsoft Office（Word、Excel、PowerPoint（2016 で

閲覧可能なもの）のいずれか）及びPDF ファイル形式（Adobe Acrobat Reader DC で閲

覧可能なもの）とする。 

• 受信通知は、送信者に対してメールにより返信する。 

• メール送信上の事故（未達等）について、当方は一切の責任を負わない。 
 

（３）提出書類 

① 企画提案書（様式１） 

別添の様式１を使用し、用紙サイズはＡ４判、横書きとすること。 

② 暴力団体等に該当しない旨の誓約書（様式２） 

再委託先に民間団体が含まれる場合は、当該団体より提出すること。 

※申請者となる地方公共団体からの提出は不要 

 

（４）提出期限 

令和６年４月30日（火）17 時（必着） 

 

（５）その他 

・企画提案書等の作成費用については、選定結果にかかわらず企画提案者の負担と

する。また、提出された企画提案書については返却しない。 

・必要に応じて審査期間中に提出書類の内容の確認、追加資料の提出等を求めるこ

とがある。 

・期限に遅れた企画提案書や期限後の企画提案書の修正、差替えは受理しない。 

 

１２．契約の締結に関する取り決め 

（１）契約額の決定方法について 

採択決定の後、採択者と契約額及び契約の条件等について調整を行う。契約額

については順天堂大学が事業計画書と経費支出予定額等を精査し、委託要項等で

経費として認めているもの以外の経費、業務の履行に必要ではない経費、過大に

見積もられた経費などは負担しない。したがって契約額は採択者が提示する参考

見積価格とは必ずしも一致しないのでその点を承知しておくこと。また、契約額

及び契約の条件等について双方の合意が得られない場合には採択決定を取り消す



こととなるのでその点についても承知しておくこと。 

（２）契約締結前の執行について 

たとえ本事業に採択されたとしても双方が契約書に押印していない間は事業に着

手することはできない。したがって、それ以前に採択者が要した経費についても負

担することはないのでその点について十分留意するとともに、採択後は迅速に契約締

結を進めて行くこと。なお、業務の一部を別の者に再委託先する場合はその再委託先

にも伝えておくこと。 

 

１３． スケジュール 

（１）公募開始：令和６年４月10日（水） 

（２）説 明 会：令和６年４月16日（火）11時 

（３）公募締切：令和６年４月30日（火）17時 

（４）審  査：令和６年５月上旬 

（５）契約締結：令和６年５月中旬以降 

（６）契約期間：契約締結日から当該年度の３月５日（水）まで 

 

１４．その他 

（１）本事業の実施に当たっては、公募要領、スポーツ庁委託要項、スポーツ庁委託事業

事務処理要領、委託契約書、ほか別に定める規定等を遵守すること。 

（２）事業の一部を委託する場合は、企画提案書にその旨を明記すること（スポーツ庁

の事前承認が必要となる）。 

（３）事業開始日は、順天堂大学と契約予定者との間の契約条件等の協議、事業計画書

の作成、スポーツ庁の再委託承認及び本学との委託契約締結等の手続完了後となるこ

とに留意すること。 

 

〔契約締結に当たり必要となる書類〕 

選定の結果、契約予定者となった場合、契約締結のため、遅滞なく以下の書類を提

出する必要があるため、事前に準備を行うこと。なお、再委託先がある場合は、再委

託先にも周知すること。 

◼ 事業計画書（委託事業経費予定額内訳を含む） 

◼ 再委託に係る業務委託経費内訳 

◼ 委託事業経費予定額内訳（再委託に係るものを含む）の積算根拠資料（旅費・謝金

単価表、旅費支給規程、見積書など） 

◼ 銀行口座情報 

◼ 確認書（知的財産）（知的財産権の帰属を希望する場合のみ） 



（別紙１） 

 

令和６年度 

「幼児期からの運動習慣形成プロジェクト（幼児期からの運動遊び普及事

業）」 

審 査 基 準 
 

Ⅰ 審査方法 

順天堂大学が設置する事業推進委員会は、受託を希望する団体から提出された企画提案

書等について書類審査を実施する。また、必要に応じて、申請団体からのヒアリングによ

る審査を実施することや、順天堂大学から申請団体に対して提出書類の内容の確認、追加

資料の提出等を求めることがある。 

 
Ⅱ 評価方法 

評価は、以下に示す評価項目及び評価基準により実施し、事業推進委員会の各委員が

各々評価した結果の合計を平均したものを当該提案者の得点とする。 

 
Ⅲ 採択案件の決定方法 

提案された企画について審査を行い、予算の範囲内で各評価項目の得点合計が高い順に

採択案件を決定する。ただし、最低評価得点を39点とし、最低評価得点未満の申請団体に

ついては選定しない。 

 
Ⅳ 評価項目 

１ 事業実施主体に関する評価 

（１）事業実施・事業管理に必要な人員・組織体制が整っており、事業を円滑に遂行するた

めの実施体制に工夫がなされている。 

（２）事業の趣旨・目的に合致した適切な成果目標が定量的に設定され、適切に評価できる

方法・体制が整っている。 

（３）事業を適切に遂行するために必要な実績、ノウハウ、ネットワーク等を有している。 

（４）業務従事予定者が事業の成果を最大化するために必要な当該分野及び関連分野に関す

る知識・知見を有している。 

 
２ 事業内容に関する評価 

（１）公募要領で定める全ての事業内容が提案されている。 

（２）事業背景と目的が、本事業の趣旨・目的に合致し、地域の課題を踏まえた具体的

な内容となっている。 

（３）適切な成果目標が設定されている。 

（４）取組内容が具体的であり、実現性が高いと感じられる。 

（５）対象者が明確であり、効果的に募集する方法が計画されている。 

（６）子供の運動習慣の形成、又は子供の運動習慣の形成につながる保護者等の意識・

行動の変化を促す工夫に具体性がある。 

（７）事業成果の検証方法が適切である。 

（８）事業終了後の継続又は発展が期待でき、域内に広く展開することが期待できる。 

（９）妥当な経費が示されている。 

 

 
Ⅴ 評価基準 

「1 事業実施主体に関する評価」及び「2 事業内容に関する評価」に係る評価基準は、全て

の項目について次の基準により行う。 



 

 

大変優れている＝５点 

やや劣っている＝２点 

優れている＝４点 

劣っている＝１点 

普通＝３点 


